
21４ 地域で活躍する人材の充実・地域活性化

（１）地域おこし協力隊の強化

【予算】地域おこし協力隊の推進に要する経費
2.5億円（５年度 2.1億円）

・令和８年度までに現役隊員数を１万人にするという目標の
達成に向け、情報発信の強化などによる応募者数の増加や、
地域おこし協力隊全国ネットワーク事業の本格化、地域お
こし協力隊アドバイザー派遣事業の拡充等によるサポート
力の強化を図ることなどにより、地域おこし協力隊の取組
を更に推進。

Ⅰ 活力ある多様な地域社会の実現に向けた地方行財政基盤の確立、地域DX・地域活性化の推進
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【目標】令和８年度までに
現役隊員数10,000人

【R4年度】
隊員数 6,447人
取組地方公共団体数 1,116団体

[１]地域おこし協力隊等の充実



22４ 地域で活躍する人材の充実・地域活性化

（２）JETプログラムによるグローバルな地域活性化の推進

Ⅰ 活力ある多様な地域社会の実現に向けた地方行財政基盤の確立、地域DX・地域活性化の推進

【予算】 0.1億円（５年度 0.1億円）

JET地域国際化塾の開催

・JETプログラム参加者・経験者と地方公共団体・地域づくり
関係者との交流の場である「JET地域国際化塾」を開催し、
地域の優良事例やノウハウ等の共有を行うことで、JETプロ
グラム参加者である外国青年の地域活動への参画を促進し、
新たな視点を通じたグローバルな地域活性化を推進。

JETプログラム（The Japan Exchange and Teaching Programme）
外国青年を招致して地方公共団体等で任用し、外国語教育の充実と地域の国際交流
の推進を図る、世界最大規模（※）の人的交流プログラム。昭和62年以降、累計
で78か国から約７万７千人を招致している。

総務省
JETプログラム参加者

地域への愛着心・日本理解の深化、
全国のJET青年の間での成果共有

（事業実施主体）

地域の優良事例や
ノウハウ等の共有

JET地域国際化塾

地方公共団体・地域づくり関係者
外国人の視点を踏まえた
グローバルな地域活性化の推進

[１]地域おこし協力隊等の充実

ＪＥＴプログラム参加者 地域づくり関係者
（地域おこし協力隊など）地域の優良事例の

共有地域への理解の深化と貢献
（終了後も日本と母国との
架け橋として活躍）

外国人の視点を踏まえた
多様な地域活性化の実現

地域づくり関係者から話を聞くJET青年

地域で学んだ成果発表の様子
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・地域社会及び地域経済の重要な担い手である地域づくり人材の確保及びその活躍の推進を図るため、
地域人口の急減に対処するための特定地域づくり事業の推進に関する法律（令和元年法律第64号）
に基づく特定地域づくり事業協同組合の安定的な運営の確保及び設立の支援を行う。

４ 地域で活躍する人材の充実・地域活性化

（１）特定地域づくり事業の推進

[２]特定地域づくり事業の推進

※内閣府で予算計上後、総務省予算に移替えて執行
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１／８
特別交付税

１／８

１／２市町村助成

財政支援

※このほか、設立支援に対する特別交付税措置あり
情報提供

助言、援助

4月 5～10月 11～3月

農業 飲食業 酒造業

AM PM

介護事業 こども園 小売業

or

通年

創意工夫により様々な活用が可能

特定地域づくり事業協同組合制度の活用方法のイメージ

特定地域づくり事業協同組合
地域づくり人材の雇用⇒所得の安定・社会保障の確保

Ⅰ 活力ある多様な地域社会の実現に向けた地方行財政基盤の確立、地域DX・地域活性化の推進



24４ 地域で活躍する人材の充実・地域活性化

（１）関係人口の創出・拡大事業

【予算】都市・農山漁村の地域連携による
子供農山漁村交流推進事業

0.2億円（５年度 0.2億円）

・「『関係人口』ポータルサイト」を通じ、
関係人口が継続的かつより深く地域に関わ
るための参考事例とノウハウを提供すると
ともに、各地方公共団体の多様な取組を広
く周知することで、関係人口の創出・拡大
を図る。

【予算】関係人口を活用した地域の担い手確保事業
0.1億円（５年度 0.1億円）

・子どもたちを対象とした都市と農山漁村の交流の支援などにより、将来の地方への移住・交流
を推進。

Ⅰ 活力ある多様な地域社会の実現に向けた地方行財政基盤の確立、地域DX・地域活性化の推進

（２）子ども農山漁村交流プロジェクト

[３]関係人口の創出・拡大



25４ 地域で活躍する人材の充実・地域活性化

[３]関係人口の創出・拡大

・地方公共団体、地域の受入企業と都市部の人たち等を
つなぐ合同説明会の開催やポータルサイト、SNSの運用
等により、ふるさとワーキングホリデーの更なる活用
を推進。

【予算】ふるさとワーキングホリデー推進事業
0.3億円（５年度 0.3億円）

【予算】地域活性化起業人推進事業 ５年度補正 0.5億円【新規】

・官民連携により、企業の即戦力人材の地方への流れを創出するため、三大都
市圏の企業に対し広く活用を促すとともに、自治体と民間企業間のマッチン
グ支援を行うことにより、地域活性化起業人の活用をさらに推進。

Ⅰ 活力ある多様な地域社会の実現に向けた地方行財政基盤の確立、地域DX・地域活性化の推進

（３）ふるさとワーキングホリデーの推進

※地域活性化起業人は、地方公共団体が、三大都
市圏に所在する企業等の社員を一定期間受け入
れ、そのノウハウや知見を活かしながら地域活
性化業務に従事する取組。

（４）地域活性化起業人の推進



26４ 地域で活躍する人材の充実・地域活性化

（１）ローカルスタートアップの推進

[４]地域の経済循環の創出に向けたローカルスタートアップやエネルギーの地産地消による地域のGX等の推進

・事業の企画段階から事業立ち上げ後のフォローアップ段階まで各段階に応じて支援する「ローカル
スタートアップ支援制度」によりローカルスタートアップを推進。その中核として、地域の経済循
環を創出するため、産学金官の連携により、地域の資源と資金を活用して、地域密着型事業の立ち
上げを支援（｢ローカル10,000プロジェクト｣）。特に、デジタル技術や脱炭素に資する地域再エネ
の活用に関連する事業を重点的に支援。

【予算】地域経済循環創造事業交付金 6.0億円の内数（５年度 5.8億円の内数）

ローカル10,000プロジェクト 事業スキーム

民間事業者等の初期投資費用

支援対象

対象経費は、
・施設整備費
・機械装置費
・備品費

自己
資金等

公費による交付額 ※１

国 費

地域金融機関による融資等 ※２

・公費による交付額以上

・地域資源を活かした持続可能な事業
・行政による地域課題への対応の代替となる事業
・高い新規性・モデル性がある事業
・地域の中核となる大学と連携して実施する事業（調査研究費等）

地方費

※１ 上限2,500万円。融資額（又は出資額）が公費による交付額の１．５倍以上２倍未満の場合は、上限3,500万円。２倍以上の場合は、上限5,000万円
※２ 地域金融機関による融資の他に、地域活性化のためのファンド等による出資を受ける事業も対象

※条件不利地域かつ財政力の弱い市町村
の事業は国費2/3, 3/4

・「デジタル技術」 国費9/10
・「ローカル脱炭素」国費3/4

原則 1/2

重点支援（嵩上げ）

Ⅰ 活力ある多様な地域社会の実現に向けた地方行財政基盤の確立、地域DX・地域活性化の推進



27４ 地域で活躍する人材の充実・地域活性化

（２）分散型エネルギーインフラプロジェクトの推進

・バイオマス、廃棄物等の地域資源を活用した地域エネルギー事業を立ち上げるエネルギー供給事業
導入計画（マスタープラン）の策定を支援する（※）とともに、関係省庁と連携して事業化まで徹底
したアドバイス等の支援を実施。また、地域に不足している専門知識を有する外部専門家を紹介す
るほか、外部専門家を招へいする際の費用の１／２補助を実施。

蓄電池・自家発電機等

エネルギー供給ルートに蓄電
池等を組み込み災害時も自立
できるシステムに

地域エネルギーシステム（イメージ）

地域外の
大規模発電所

一般的なエネルギーシステム

産油国
など

燃料代

住宅

工場

業務ビル

電力

排熱放出

地域外への支払い
電気
料金

災害時への強化

Ⅰ 活力ある多様な地域社会の実現に向けた地方行財政基盤の確立、地域DX・地域活性化の推進

※原則１／２の補助、財政力指数等に応じて交付率の嵩上げあり

【予算】地域経済循環創造事業交付金 6.0億円の内数（５年度 5.8億円の内数）

[４]地域の経済循環の創出に向けたローカルスタートアップやエネルギーの地産地消による地域のGX等の推進



28４ 地域で活躍する人材の充実・地域活性化

（１）過疎地域の持続的発展に向けた取組への支援

[５]過疎対策の推進

・個性を活かした地域づくりに必要な人材を育成すると
ともに、地域の課題解決のための技術の活用や地方へ
の新たな人の流れを促進するため、
- 人材育成やICT等技術の活用の取組
- 定住促進のため、団地造成や空き家を活用した住宅

の整備
等を支援。

【予算】過疎地域持続的発展支援交付金
うち過疎地域持続的発展支援事業 等

4.3億円（５年度 4.0億円）

・「集落ネットワーク圏」（小さな拠点）において、
生活支援や「なりわい」の創出等の地域課題の解決
に資する取組を幅広く支援。
※特に、専門人材やICT等技術を活用する場合には、上乗せ支援。

【予算】過疎地域持続的発展支援交付金
うち過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業

4.0億円（５年度 4.0億円）

過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業

（専門人材・ICT等技術を活用した取組のイメージ）

地域の課題解決に資する
専門人材の活用

【過疎地域等持続的発展支援交付金の主なメニュー】

（人材育成事業のイメージ）

専門知識等に長けた
地域のリーダー育成

他地域とも連携した人材交流や
ネットワーク強化

過疎地域持続的発展支援事業

役場所在地域

（２）集落ネットワーク圏の推進

（ICT等技術活用事業のイメージ）

AIを活用した自動配車システム
の構築

オンラインでの健康相談体制
の構築

アプリ等を
活用した
高齢者の

買い物支援

アプリによる
デマンドバスの予約

センサーを活用した
鳥獣被害対策

※集落ネットワーク圏の範囲は、
新旧小学校区、旧町村等を想定スマート農業の推進

Ⅰ 活力ある多様な地域社会の実現に向けた地方行財政基盤の確立、地域DX・地域活性化の推進



29４ 地域で活躍する人材の充実・地域活性化

[６]テレワークの推進

Ⅰ 活力ある多様な地域社会の実現に向けた地方行財政基盤の確立、地域DX・地域活性化の推進

（１）社会課題解決に資するテレワークの普及推進

【予算】テレワーク普及展開推進事業 2.6億円（４年度補正 2.1億円 ５年度 2.6億円）

①テレワーク・ワンストップ・サポート事業

・テレワークの普及・定着を図るため、テレワークを導入しようとする企業等に対する相談支援やテ
レワークに関する普及啓発を実施。

②テレワーク月間における普及啓発

- 企業等にテレワークの実施を呼びかけるテレ
ワーク月間（11月）を開催し、テレワークに
関する普及啓発を行うほか、テレワークトッ
プランナー総務大臣賞等の表彰イベントを開
催。

テレワーク月間ロゴ

- テレワークの導入・改善を検討している企業・
団体の希望に応じ、専門家（※）が無料コンサ
ルティングを実施。
※ テレワークに係るセキュリティ、ICTツール、労務管理

の専門家（テレワークマネージャー）

- 各地域にテレワークの一次相談窓口を整備。



30４ 地域で活躍する人材の充実・地域活性化

（１）地域運営組織の形成及び持続的な運営に関する取組の推進

[７]地域コミュニティを支える地域運営組織への支援

【予算】地域運営組織の形成及び持続的な運営に要する経費 0.3億円（５年度 0.3億円）

地域運営組織と形成されている市区町村の
数の推移

地域運営組織のイメージ

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度

地域運営組織数 3,071 4,177 4,787 5,236 5,783 6,064 7,207

市区町村数 609 675 711 742 802 814 853
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（単位：団体）

・地域共生社会づくりの実現に向けた地域運営組織（※）の多様な取組みに対して、地方公共団体がよ
り効果的・効率的に支援できるよう調査研究を行うとともに、セミナーの開催等により先進事例の
全国展開を図ることで、全国における地域運営組織の更なる形成促進や持続的な運営に向けた取組
みを後押しする。

生活支援防災 学習支援交流創出
子育て
支援 農村活性化子ども食堂

引きこもり
支援

地区
社会福祉
協議会 NPO

自主防災
組織

自治会
町内会

ＰＴＡ
学校運営
協議会

地域運営組織

民生委員
児童委員

公民館

地方公共団体 庁内連携

福祉部局防災部局 地域部局 教育委員会 農林水産部局

分野横断的な取組

産業部局企画総務部局

・・・

・・・

・・・

支援

Ⅰ 活力ある多様な地域社会の実現に向けた地方行財政基盤の確立、地域DX・地域活性化の推進

※地域の暮らしを守るため、地域で暮らす人々が中心となって形成され、地域内の様々な関係主体が参加する協議組織が
定めた地域経営の指針に基づき、地域課題の解決に向けた取組を持続的に実践する組織（7,207団体:令和４年度調査）


